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大淀町導入促進基本計画 

１ 先端設備等の導入の促進の目標 

（１）地域の人口構造、産業構造及び中小企業者の実態等 

 本町の人口は、昭和５５年以降、急激な増加を示していたが、平成１２年の２０，

３７６人をピークに以降は減少に転じ、令和４年には１６，４３８人となり、これは

ピーク時と比較して３，９３８人（約１９％）の減少となっている。 

 また、年齢階層別に見ると、生産年齢人口（１５歳～６４歳）は平成１２年までは

増加傾向にあり、平成７年から平成１２年までは１３，０００人以上となっていたが、

平成１７年以降は（再び）減少傾向に転じ、令和５年３月末時点で９，０５１人とピ

ークであった平成１２年から約３０．４％の減少となっている。 

年少人口（０歳～１４歳）については、昭和６０年をピークとして減少傾向にあり、

令和５年３月末時点で１，３９８人となり、約６２％減少している。年少人口と生産

年齢人口が年々減少する一方で、老年人口（６５歳以上）は一貫して増加傾向にあり、

平成１２年には老年人口が年少人口を上回り、平成２７年には老年人口が年少人口の

約２．５倍となっている。高齢化率も年々上昇し、３６．１％と生産年齢人口約２人

に１人の老年人口を支える計算となる。これは、全国（２９．８％）及び県（３２．

２％）と比較しても高齢化が進んでいるといえる。 

国立社会保障人口研究所における本町の将来の人口推計では、全国的な社会潮流と

同様、高齢化のさらなる進行と本格的な人口減少傾向を迎えることが予想されており、

こうした背景の中で、令和４年３月に策定した「第２期大淀町地方創生総合戦略」で

は、令和８年度まで人口減少を年間９０人にとどめつつ、出生数を年間６０人とする

成果指標を定め、人口減少は避けられないものと捉えつつも、減少幅を最小限に食い

止めるとする取り組み方針を定め、人口減少率の逓減を目指している。 

本町には、平成２８年経済センサス調査時、７５７事業所が存在し、うち建設業事

業所６７事業所、製造業事業所９７事業所、卸売業・小売業事業所２１６事業所であ

り、製造業より卸売業・小売業などの業種が多い地域となっている。 

（２）目標 

 中小企業等経営強化法第４９条第１項の規定に基づく導入促進基本計画を策定し、 

中小企業者の先端設備等の導入を促進することで、中小企業者の経営の安定化を図る 

とともに地域経済の活性化を目指す。 

これを実現するための目標として、計画期間中に ７ 件程度の先端設備等導入計

画の認定を目標とする。 

（３）労働生産性に関する目標 

 先端設備等導入計画を認定した事業者の労働生産性（中小企業等の経営強化に関す 

る基本方針に定めるものをいう。）が年率３％以上向上することを目標とする。 



２ 先端設備等の種類 

 中小企業者による幅広い取り組みを促すため、本計画において対象とする設備は、

中小企業等経営強化法施行規則第７条第１項に定める先端設備全てとする。

３ 先端設備等の導入の促進の内容に関する事項 

（１）対象地域 

 中小企業者による幅広い取り組みを促すため、本計画の対象区域は大淀町内全域と

する。 

（２）対象業種・事業 

 中小企業者による幅広い取り組みを促すため、大淀町内で事業活動を行う全ての業 

種・事業を対象とする。 

４ 計画期間 

（１）導入促進基本計画の計画期間 

 令和５年７月２７日から令和７年３月３１日までとする。 

計画期間は原則として２年間であるところ、町全体及び商工労働分野における施策 

の方向性が会計年度等の始期である４月に切り替わることから、これらとの協調・連

動を図るため、本計画の終期を令和７年３月３１日とする。 

（２）先端設備等導入計画の計画期間 

 ３年間、４年間、５年間のいずれかとする。 

５ 先端設備等の導入の促進に当たって配慮すべき事項 

・人員削減を目的とした取り組みを先端設備等導入計画の認定の対象としない等、 

雇用の安定に配慮する。 

・公序良俗に反する取り組みや、反社会的勢力との関係が認められるものについて 

は先端設備等導入計画の認定の対象としない等、健全な地域経済の発展に配慮する。 

・町税の滞納がないこと。 

（備考） 

 用紙の大きさは日本産業規格Ａ４とする。 


